
     空き家対策に係る取り組みについて

令和３年３月１９日（金）

（公社）東京都宅地建物取引業協会

       専務理事 飯野郁男

⑴ 空家相談窓口

窓口名 「不動産相談所」

設置場所 東京都千代田区富士見２ʷ２ʷ４ 東京不動産会館７階

相談時間 平日 月～金 10時～15時 

相談内容 空き家の売買や賃貸に関すること

無料相談

令和2年度 相談受付件数 総数7,840件（電話＋来所）

注：件数は本部のみで支部は含まず

（令和2年1月～令和2年12月末までの1年間）

うち、【空家相談】：8件

（令和2年1月～令和2年12月末までの1年間）

⑵ 居住支援協議会への役員派遣状況

東京都居住支援協議会   協会本部役員派遣

千代田区居住支援協議会  千代田中央支部役員派遣

台東区居住支援協議会   台東区支部役員派遣

文京区居住支援協議会   文京区支部役員派遣

江東区居住支援協議会   江東区支部役員派遣

江戸川区居住支援協議会  江戸川区支部役員派遣

葛飾区居住支援協議会   葛飾区支部役員派遣

品川区居住支援協議会   品川区支部役員派遣

大田区居住支援協議会   太田区支部役員派遣

世田谷区居住支援協議会  世田谷区支部役員派遣

新宿区居住支援協議会   新宿区支部役員派遣
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杉並区居住支援協議会   杉並区支部役員派遣

豊島区居住支援協議会   豊島区支部役員派遣

北区居住支援協議会    北区支部役員派遣

板橋区居住支援協議会   板橋区支部役員派遣

練馬区居住支援協議会   練馬区支部役員派遣

西東京市居住支援協議会  北多摩支部役員派遣

調布市居住支援協議会   調布狛江支部役員派遣

狛江市居住支援協議会   調布狛江支部役員派遣

府中市居住支援協議会   府中稲城支部役員派遣

日野市居住支援協議会   南多摩支部役員派遣

多摩市住替え・居住支援協議会  南多摩支部役員派遣

八王子市居住支援協議会  八王子支部役員派遣

町田市居住支援協議会   町田支部役員派遣

⑶ 空き家物件の流通における行政との連携
区市町村、空家対策協議会等への役員派遣状況

台東区支部   空家相談所へ役員派遣

文京区支部   空家等対策審議会へ役員派遣

江戸川区支部  空家等対策検討会へ役員派遣

葛飾区支部   空家等対策協議会へ役員派遣

足立区支部   空家対策特別委員会へ役員派遣

荒川区支部   空家相談会へ役員派遣

品川区支部   空家等適正管理審議会へ役員派遣

大田区支部   空家総合相談会へ役員派遣

目黒区支部   空家協議会へ役員派遣

世田谷区支部  空家等地域貢献活用事業へ役員派遣

新宿区支部   空家等対策に関する意見交換会へ役員派遣

渋谷区支部   空家等対策協議会へ役員派遣

杉並区支部   空家等総合相談窓口へ役員派遣

中野区支部   空家等対策審議会へ役員派遣

豊島区支部     建物等の適正な維持管理推進専門家会議へ役員派遣

北区支部    空家対策審議会へ役員派遣

板橋区支部   住宅対策審議会へ役員派遣

練馬区支部   無料相談会及びセミナーへ役員派遣

武蔵野中央支部 住宅総合相談窓口へ役員派遣

北多摩支部   専門家団体主催による研修会へ役員派遣
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立川支部    空家等対策計画検討委員会へ役員派遣
国分寺国立支部 空家バンク等に関する支援事業、不動産・空家等相談事業へ役員派遣

西多摩支部   空家バンクに関する支援事業へ役員派遣

調布狛江支部  空家等対策推進協議会へ役員派遣

府中稲城支部  空家等対策協議会へ役員派遣

南多摩支部   空家等の流通促進に係る連携事業へ役員派遣

八王子支部   特定空家等対策懇談会へ役員派遣

町田支部    空家無料相談会、空家セミナーへ役員派遣

⑷ 空き家に関する協力要請のあった区市町村

新宿区、文京区、台東区、墨田区、品川区、目黒区、大田区、世田谷区、

渋谷区、中野区、杉並区、豊島区、北区、荒川区、板橋区、練馬区、

足立区、葛飾区、江戸川区、八王子市、三鷹市、武蔵野市、青梅市、

府中市、調布市、小金井市、小平市、日野市、多摩市、東村山市、

国分寺市、福生市、狛江市、東久留米市、あきる野市、西東京市

⑸ 各支部協定書締結状況

国分寺国立支部 平成28年３月   国分寺市空地及び空家に関する施策の総合

的な推進に関する協定書締結

大田区支部 平成28年７月  大田区における空家等対策に関する協定書

締結

南多摩支部 平成28年10月  日野市の空地等の流通の促進に係る連携に

関する覚書締結

武蔵野中央支部 平成28年11月  小金井市における空家の有効活用、適正管

理等の推進に関する協定書締結

文京区支部 平成29年2月  文京区における空家等に関する特殊詐欺被

害根絶及び利活用に関する協定書締結

練馬区支部 平成29年3月  練馬区における空家等対策に関する協定書

締結
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北多摩支部 平成29年7月  小平市における空家等対策に関する協定書

締結

北多摩支部 平成29年10月   西東京市空家等対策の推進に関する協定書

締結

荒川区支部 平成29年11月  荒川区における空家の有効活用、適正管理

等の推進に関する協定書締結

北多摩支部 平成29年11月  東村山市における空家対策の推進に関する

協定書締結

豊島区支部 平成30年２月  豊島区空家活用の推進に関する協定書締結

足立区支部 平成30年７月  空家対策及び老朽家屋等の解消に関する協

定書締結

調布狛江支部 平成30年11月  狛江市空家等対策の相談事業等に関する協

定書締結

武蔵野中央支部 平成30年12月  三鷹市における空家等の適正管理、有効活

用等の推進に関する協定書締結

世田谷区支部 平成31年３月  世田谷区における空家等対策に関する協定

書締結

葛飾区支部 令和２年２月  葛飾区における空家等の有効活用、適正管

理等の推進に関する協定書締結

西多摩支部 令和２年４月  青梅市空家バンク運営業務委託契約締結

墨田区支部 令和２年４月  墨田区空家等対策に関する協定書締結

町田支部 令和２年４月  町田市空家にかかる相談業務に関する協定

書締結

府中稲城支部 令和２年４月  府中市空家利活用等相談事業の実施に関す

る協定書締結

北多摩支部 令和２年10月  東久留米市における空家等対策に関する協

定書締結

⑹ 東京ささエール住宅（セーフティネット住宅）登録促進への周知活動

都作成の刊行物、リーフレットを活用し都内会員に周知

⑺ 品川区における居住支援事業の取り組みについて

品川区高齢者住宅生活支援サービス事業（安心居住サポート）

※品川区、品川区社会福祉協議会、品川区内不動産業者の連携サービス事業
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資料3
別紙様式 2

品川区高齢者住宅生活支援サー ビス事業 重要事項説明書

1. 事業主体概要

名称 。主 たる事務所の所在地および電話番号その他の連絡先

法人等の種類 地方公共団体

名 称 （ふり がな） しながわく

品川区

主たる事務 〒140-s71s I 
所の所在地 東京都品川区広町2 -1- 3 6

電話番号 （代）03 -3 777- 1111 （直）03 -5742 -673 5 

FAX番号

連 絡 先 メ ー ルアド レス

ホー ムページ
アド レス

代表者の氏名 氏名
および職名 職名

03 -5 7 4 2 - 68 8 2  

korei-chiiki-jutaku@city. shinaga wa. tok yo.jp 

http: //町 w.c i ty. shi nagawa.t okyo. j p/ 

区長

主な事業 地方行政事務

2. 提供事業者

名称 ・主 たる事務所の所在地および電話番号その他の連絡先

名 称

主たる事務
所の所在地

連 絡 先

代表者の氏名
および職名

設立年月日

主な事業

3. 住宅概要
"' '" "' ""' " "' ' 

法人等の種類 社会福祉法人

（ふり がな） しながわく し やかいふく し きょ う ぎ かい

品川区社会福祉協議会

〒140-0014 I 
東京都品川区大井1h 14 -1大 井1丁目共同ビル2 階

担当部署 品川成年後見センター あんし ん居住サポー ト担当

電話番号 （ 代）03 - 578 - 717 1 （直）03- 6429- 733 7 

FAX番号 （ 代）03 -5718 - 7170 ・（直）03 -64 29 -7600 

メ ー ルアド レス anshi nks@shi nashakyo. j p 

ホー ムページ
http: //w ww. shi nashakyo. j p/ アド レス

氏名

職名 理事長

昭和38年3月14日

社会福祉法に基づく 社会福祉事業全般

名称 ・ 主たる事務所の所在地および電話番号その他の連絡先

別途、 乙より届出のあった本契約と同期間の民間賃貸住宅の賃貸借契約書に記載口
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4. 生活支援サービスの内容

以下は、品川区高齢者住宅生活支援サービス利用契約書第4条第1項第2号によるサービスとする。

(1) 定期連絡（安否確認）

サービスの詳細 対応者 利用料金 備 ・考

定期的な電話連絡および自宅訪問 社協職員
基本利用料 電話か訪問：月 1 回程度（原
に含まれる ） ．

※留意事項 相談内容に応じて、関係機関等へつなぐ場合があります。

(2) 生活相談

サービスの詳細 対応者 利用料金 備 考
 

日常生活における相談受付、情報等
社協職員

基本利用料
平日 (9: 0 0 - - - - . , 1 7 : 0 0 )

の提供支援 に含まれる

(3) 緊急対応

「緊急時」とは、胸が苦しい、動けないなど体調が急変した状態を指します。

そのような時は、まず「1 1 9番」に電話し、救急車を呼んでください。

救急隊員または搬送先の病院職員に生活支援先として、以下の電話番号を提示してください。

救急代理通報システムを利用された場合は、関係機関との連絡・調整を行います。

時間帯 対応者 利用料金 ・電話番号

平日 (9:00'"'-'17:00) 社協職員
基本利用料

（直） 0 3 - 6 4 2 9 - 7 3 3 7  に含まれる

平日夜間 (17:00,,...__,翌9:00) 委託事業者 別途契約 救急代理通報システムから出動

土日祝日 (24時間） 委託事業者 による 要請

※留意事項

夜間や土日祝日の出動を伴う緊急対応では、生命にかかわる等の状況を除き、翌日以降の平日

に社協職員が病院等に出向き、別途選択サービスにより有料で手続き等の支援が可能です。

(4) 家財撤去

サービスの詳細 対応者 利用料金 備考

家財撤去および残置物処分の手配 社協職員
預託金 品川区高齢者住宅生活支援サービス
による 利用契約書第10条の記載を参照

※留意事項施設への入所等による退去の際は、預託金は返却し本人手配とします。

5. 利用料等の請求および支払方法

利用料

fi;r1区高齢者住宅生活支援サービス利用契約書第 9 条の記載を参照

預託金

匡高齢者住宅生活支援サービス利用契約書第 1 1 条の記載を参照

6. 生活支援サービスを利用するにあたっての必須事項

生活支援サービスの利用

I居住用住宅賃貸契約が継続する限り、生活支援サービスの利用を必須とします。

救急代理通報システムの利用

I居住用住宅賃貸契約が継続する限り、救急代理通報システムの利用を必須とします。

家財撤去および残置物処分の手配

I居住用住宅賃貸契約が継続する限り、家財撤去等の手配を必須とします。
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7. 契約の解除内容等

乙からの終了

乙に品川区高齢者住宅生活支援サービス利用契約書第 1 5 条の状況が発生した場合
は、本契約は終了します。

甲および丙からの解除

甲および丙は乙に対して、品） 11区高齢者住宅生活支援サービス利用契約書第 1 6 条の
規定により本契約を解除することができます。

8. 苦情に対応する窓口等

利用者からの苦清に対応する窓口等の状況

窓口の名称① 品川区社会福祉協議会相談窓口（品川成年後見センター）

電話番号 （直） 0 3 - 5 7 1 8 - 7 1 7 4  

対応している時間 9 時 0 0分～ 1  7 時 0 0分

定休日 土、日、祝日

留意事項 苦情申出書等により申し出てください。

窓口の名称② 品）,, 区（福祉部高齢者地域支援課高齢者住宅担当）

電話番号 （直） 0 3 - 5 7 4 2 - 6 7 3 5

対応している時間 8 時 3 0 分～ 1  7 時 1 5 分

定休日 土、日、祝日

留意事項

サービスの提供により賠償すべき事故が発生したときの対応

具体的な対応 賠償保険で対応

9. 損害賠償責任保険の内容

損害賠償責任保険の加入状況
I  _ _ _ . _  

無 （ 日新火災海上保険株式会社 ） 

年 月 日

本重要事項説明書について、説明を受け承認しました。

（乙）

印

（丙） 品川区社会福祉協議会
品川成年後見センターあんしん居住サポート担当

説明者
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